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(57)【要約】
【課題】集熱効率の高い太陽光集熱管およびそれを用い
た太陽光集熱器の提供。
【解決手段】太陽光を集光して熱媒体を加熱する太陽光
集熱管であって、
　前記太陽光集熱管の形状が、長軸方向の全域にスリッ
ト状の開口部を有する一部欠き筒形状であり、
　内壁の面積と前記開口部の面積との比率（開口部／内
壁）が、２．５～３０．０％である太陽光集熱管。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　太陽光を集光して熱媒体を加熱する太陽光集熱管であって、
　前記太陽光集熱管の形状が、長軸方向の全域にスリット状の開口部を有する一部欠き筒
形状であり、
　内壁の面積と前記開口部の面積との比率（開口部／内壁）が、２．５～３０．０％であ
る太陽光集熱管。
【請求項２】
　内壁表面に、前記太陽光の可視光線および近赤外線を透過し、前記熱媒体から輻射され
る遠赤外線を反射する選択吸収膜を有する請求項１に記載の太陽光集熱管。
【請求項３】
　前記太陽光集熱管を構成する基材がステンレス鋼および/または耐熱鋼である請求項１
または２に記載の太陽光集熱管。
【請求項４】
　外壁表面に断熱層を有する請求項１～３のいずれか一項に記載の太陽光集熱管。
【請求項５】
　外壁表面に、前記太陽光の可視光線および近赤外線を透過し、前記媒体から輻射される
遠赤外線を反射する選択吸収膜を有する請求項１～３のいずれか一項に記載の太陽光集熱
管。
【請求項６】
　太陽光集熱管と集光反射板とを有する太陽光集熱器であって、
　前記太陽光集熱管が、請求項１～５のいずれか一項に記載の太陽光集熱管であり、
　前記太陽光集熱管が、前記集光反射板の焦点に設けられる太陽光集熱器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽光集熱管およびそれを用いた太陽光集熱器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　太陽光集熱管としては、従来、空気の対流による熱損失を抑制できる等の理由から、真
空ガラス管が使われていた（例えば、特許文献１等参照）。
　しかしながら、高温に曝される管内を長期にわたって真空に維持しなければならず、ま
た、昼夜の熱膨張・収縮によるガラス材料の疲労や、ガラスの表面反射による集熱効率の
低下などの問題点があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平５－１７２４０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　そこで、本発明は、集熱効率の高い太陽光集熱管およびそれを用いた太陽光集熱器を提
供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者は、上記課題を解決するため鋭意検討した結果、スリット状の開口部が設けら
れた筒形状の集熱管を用いることにより、真空ガラス管を用いなくても集熱効率が高くな
ることを見出し、本発明を完成させた。すなわち、本発明は、下記（１）～（６）を提供
するものである。
【０００６】
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　（１）太陽光を集光して熱媒体を加熱する太陽光集熱管であって、
　上記太陽光集熱管の形状が、長軸方向の全域にスリット状の開口部を有する一部欠き筒
形状であり、
　内壁の面積と上記開口部の面積との比率（開口部／内壁）が、２．５～３０．０％であ
る太陽光集熱管。
【０００７】
　（２）内壁表面に、上記太陽光の可視光線および近赤外線を透過し、上記熱媒体から輻
射される遠赤外線を反射する選択吸収膜を有する上記（１）に記載の太陽光集熱管。
【０００８】
　（３）上記太陽光集熱管を構成する基材がステンレス鋼および/または耐熱鋼である上
記（１）または（２）に記載の太陽光集熱管。
【０００９】
　（４）外壁表面に断熱層を有する上記（１）～（３）のいずれかに記載の太陽光集熱管
。
【００１０】
　（５）外壁表面に、上記太陽光の可視光線および近赤外線を透過し、上記媒体から輻射
される遠赤外線を反射する選択吸収膜を有する上記（１）～（３）のいずれかに記載の太
陽光集熱管。
【００１１】
　（６）太陽光集熱管と集光反射板とを有する太陽光集熱器であって、
　上記太陽光集熱管が、上記（１）～（５）のいずれかに記載の太陽光集熱管であり、
　上記太陽光集熱管が、上記集光反射板の焦点に設けられる太陽光集熱器。
【発明の効果】
【００１２】
　以下に示すように、本発明によれば、集熱効率の高い太陽光集熱管およびそれを用いた
太陽光集熱器を提供することができる。
　また、本発明の太陽光集熱管は、ステンレス鋼、耐熱鋼等の金属基材を用いて形成する
ことができるため、真空ガラス管よりも長期の信頼性に優れ、製造も容易となるため、非
常に有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の太陽光集熱器の好適な実施形態の一例を示す模式的な斜視図である。
【図２】本発明の太陽光集熱管の断面形状を説明する模式的な断面図である。
【図３】本発明の太陽光集熱管の好適な実施形態の一例を示す模式的な断面図である。
【図４】本発明の太陽光集熱管の他の好適な実施形態の一例を示す模式的な断面図である
。
【図５】実施例で作製した太陽光集熱管の作製手順を説明するための模式的な断面図であ
る。
【図６】実施例で作製した太陽光集熱管の開口率と集熱効率（相対値）の関係を示すグラ
フである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
 〔太陽光集熱管〕
　本発明の太陽光集熱管は、太陽光を集光して熱媒体を加熱する太陽光集熱管であって、
上記太陽光集熱管の形状が長軸方向の全域にスリット状の開口部を有する一部欠き筒形状
であり、内壁の面積と上記開口部の面積との比率（開口部／内壁）が２．５～３０．０％
である太陽光集熱管である。
　次に、本発明の太陽光集熱管の構成について、図面を用いて説明する。
【００１５】
　＜全体形状＞
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　図１に示す通り、本発明の太陽光集熱管１０は、本発明の太陽光集熱器１が具備する集
熱管であって、集光反射板２によって反射した太陽光を集光し、熱媒体を加熱するための
集熱管である。
　また、図１および図２に示す通り、本発明の太陽光集熱管１０の形状は、スリット状の
開口部１１が設けられた筒形状であり、具体的には、図２（Ａ）に示すように円（楕円を
含む）筒形状であるのが好ましいが、図２（Ｂ）および（Ｃ）に示すように多角筒形状で
あってもよい。
【００１６】
　＜開口部＞
　本発明においては、太陽光集熱管の内壁の面積と開口部の面積との比率（開口部／内壁
）が２．５～３０．０％である。
　ここで、開口部の面積とは、開口部の短辺と長辺（すなわち太陽光集熱管の長軸方向の
長さ）との積から算出される値をいう。なお、短辺については、図２（Ａ）に示すように
太陽光集熱管の厚みによって異なる場合は、最も短い辺の長さをいう。
　そして、上記比率が２．５～３０．０％の範囲であると、太陽光集熱管の集熱効率が高
くなる。これは、上記開口部から入射した太陽光（反射光）が、太陽光集熱管の筒形状に
閉じ込められ、図２（Ａ）に示すように太陽光集熱管の内壁で反射を繰り返すためである
と考えられる。
　上記比率は、太陽光集熱管の集熱効率がより高くなる理由から、５～２５％であるのが
好ましく、１０～２０％であるのがより好ましい。
【００１７】
　＜基材＞
　本発明の太陽光集熱管の基材は特に限定されず、鉄系材料（例えば、ステンレス鋼、耐
熱鋼、合金鋼、炭素鋼等）、アルミニウム系材料等の耐熱性のある金属基材を用いること
ができる。
　これらのうち、使用環境の観点、例えば、太陽光集熱管が５００℃程度まで加熱され、
また、溶融塩等の熱媒体を使用しうることを考慮すると、ステンレス鋼、耐熱鋼であるの
が好ましい。
　ここで、ステンレス鋼の材料は特に限定されず、例えば、Ｃｒを５～４０％含有し、Ｍ
ｏを５％以下含有する材料が挙げられる、また、Ｔｉ，Ｎｂ，Ｃｕ等の任意成分を５％程
度添加した材料を用いることもできる。
　また、耐熱鋼は特に限定されず、例えば、数％以上のＣｒのほか、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｗ、Ｍ
ｏ、Ｎｂ、その他の合金元素を含む材料が挙げられ、その組織はマルテンサイト系、フェ
ライト系、オーステナイト系および析出硬化系のものが挙げられる。
【００１８】
　＜選択吸収膜，断熱層＞
　図３に示す通り、本発明の太陽光集熱管１０は、太陽光集熱管の集熱効率がより高くな
る理由から、内壁表面に選択吸収膜１２を有するのが好ましい。
　ここで、上記選択吸収膜は、太陽光の可視光線および近赤外線を透過し、上記熱媒体か
ら輻射される遠赤外線を反射する膜であり、このような膜を設けることにより、本発明の
太陽光集熱管は、効率よく太陽光のエネルギーを吸収すると共に、熱媒体からの輻射熱を
抑えることができる。
　また、上記選択吸収膜としては、例えば、太陽光（エアマス１）のおよその強度ピーク
となる波長０．５μｍでの吸収が６０％以上、好ましくは８０％以上の膜で、６００Ｋの
黒体放射のおよその強度ピークとなる波長５μｍでの吸収が７０％以下、好ましくは５０
％以下（反射が５０％未満）の膜が挙げられ、具体的には、例えば、黒色クロムめっき膜
、黒色ニッケルめっき膜、無電解ニッケル黒化処理膜、四三酸化鉄皮膜等を好適に用いる
ことができる。
【００１９】
　また、図３に示す通り、本発明の太陽光集熱管１０は、太陽光集熱管の集熱効率がより
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高くなる理由から、外壁表面に断熱層１３または上記と同様の選択吸収膜（図示せず）有
するのが好ましい。
　ここで、上記断熱層としては、例えば、無機系の耐熱断熱材を用いるのが好ましく、具
体的には、グラスウール、スラグウール、セラミックファイバー、無機発泡材等を好適に
用いることができる。
　また、上記断熱層の厚みは特に限定されず、１０ｃｍ程度までのものが適用できる。
【００２０】
 〔太陽光集熱器〕
　本発明の太陽光集熱器は、上述した本発明の太陽光集熱管と集光反射板とを有する太陽
光集熱器であって、上記太陽光集熱管が上記集光反射板の焦点に設けられる太陽光集熱器
である。
　次に、本発明の太陽光集熱器の構成について、図面を用いて説明する。
【００２１】
　＜全体形状＞
　図１に示す通り、本発明の太陽光集熱器１は、上述した本発明の太陽光集熱管１０と集
光反射板２とを有する。
　ここで、集光反射板２は、追尾機構３と共に支持台４に載せられており、太陽光集熱管
１０は、集光反射板２の焦点（集光部）に位置するように、支持部材５によって集光反射
板２に支持固定されている。
　また、集光反射板２の太陽光集熱管１０に対面する面は、湾曲したトラフ型の鏡面にな
っており、集光反射板２に入射した太陽光は反射して太陽光集熱管１０に集光するように
なっている。
【００２２】
　＜集光反射板＞
　上記集光反射板は、圧延加工されたものであれば特に限定されず、その材料としては、
例えば、鋼板、アルミニウム板、プラスチック板等が挙げられる。鋼板としては、通常の
鋼板であれば特に限定されないが、耐光性、耐候性、経済性の観点から、冷延鋼板、ステ
ンレス鋼板が好ましく、裏面の耐食性に優れるという理由から、表面処理鋼板やステンレ
ス鋼板がより好ましい。
　また、上記集光反射板の板厚は特に限定されないが、湾曲加工を容易にする観点から薄
い方が好ましく、具体的には、０．５ｍｍ以下が好ましく、０．１５ｍｍ以下がより好ま
しい。
【００２３】
　＜反射膜＞
　本発明においては、上記集光反射板は、その表面に反射膜を有しているのが好ましい。
　上記反射膜は、金属を含有する膜であるのが好ましく、この金属としては、反射率の高
い銀（Ａｇ）、アルミニウム（Ａｌ）が好適に用いられ、経済的な観点からは、アルミニ
ウムが好ましい。
【００２４】
　＜保護膜＞
　また、本発明においては、上記集光反射板は、その表面（上記反射膜を有している場合
は上記反射膜の表面）に保護膜を有しているのが好ましい。
　上記保護膜は、屋外侵食に耐えるための透明な従来公知の保護膜であり、例えば、酸化
ケイ素（ＳｉＯ、ＳｉＯ２）を主成分とした保護膜、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）を
主成分とした保護膜などが挙げられる。
【００２５】
　本発明の太陽光集熱器が太陽熱発電に用いられる場合においては、例えば、図３に示す
通り、太陽光集熱管１０の内部に熱媒体（例えば、オイル、溶融塩等）１４が流れており
、熱媒体はポンプ（図示せず）によって循環されている。
　そして、上記集光反射板で反射した太陽光により太陽光集熱管１０が加熱されることで
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、太陽光集熱管１０の内部に流れる熱媒体１４も加熱され、加熱された熱媒体１４が蒸気
タービン（図示せず）に送られて水を蒸発させ、この蒸気タービンを回すことにより、発
電が行われる。
　ここで、熱媒体１４は、太陽光集熱管１０の内部に流れる態様に限定されず、例えば、
図４（Ａ）に示すように、太陽光集熱管１０の内壁近傍に設けられる熱媒パイプ１５中を
流れる態様であってもよく、図４（Ｂ）に示すように、太陽光集熱管１０の内壁と外壁と
の間に設けられる熱媒パイプ１５中を流れる態様（二重壁構造）であってもよい。
【実施例】
【００２６】
　＜参考例（基準例）＞
　太陽光集熱管として真空ガラス管（寺田鉄工所社製）を用い、集光反射板として湾曲さ
せたステンレス鋼板（ＳＵＳ４３０、板厚：０．１ｍｍ、ＪＦＥスチール社製）に真空蒸
着によりアルミニウム金属膜を成膜したトラフ型の基板を用いた太陽光集熱器を作製した
。
【００２７】
　＜実施例１～１１、比較例１～１２＞
　太陽光集熱管として、下記第１表に示す開口部の比率（以下、「開口率」という。）と
なる中空のステンレス鋼に対して、内壁表面に選択吸収膜を設け、外壁表面に断熱層を設
けた以外は、参考例と同様の方法で太陽光集熱器を作製した。
　具体的には、まず、ＵプレスおよびＯプレス等を用いて、所望の開口率となるように、
ステンレス鋼（ＳＵＳ４４７Ｊ１、板厚：３．０ｍｍ）を湾曲させ、図５に示す符号１０
ａで示される部分を作製した。
　次いで、同様に、ＵプレスおよびＯプレス等を用いて、ステンレス鋼（ＳＵＳ４４７Ｊ
１、板厚：３．０ｍｍ）を湾曲させ、図５に示す符号１０ｂで示される部分を作製した。
　これらの各部分を図５に示す符号１０ｃの部分で溶接し、一部欠き略円筒形状の基材を
作製した。
　次いで、基材の内壁表面に、電気めっきにより黒色クロムめっきを施し、選択吸収膜（
膜厚：１μｍ）を形成した。
　次いで、基材の外壁表面に、発泡セラミックスを吹き付け、断熱層を形成した。
【００２８】
　＜実施例１２＞
　ステンレス鋼に代えて耐熱鋼（ＳＵＨ６６０、板厚：３．０ｍｍ）を使用した以外は、
実施例７と同様の方法により、太陽光集熱器を作製した。
【００２９】
　作製した各太陽光集熱器について、ＪＩＳ Ａ４１１２:2011に規定された測定方法に従
って、集熱効率を測定した。結果を下記第１表および図６に示す。
　なお、下記第１表および図６中の集熱効率（％）は、参考例の集光効率を１００とした
時の相対値である。
【００３０】
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【表１】

【００３１】
　第１表および図６に示す通り、開口率が２．５～３０．０％となる所定のスリットを有
する筒形状の太陽光集熱管を用いると、真空ガラス管を用いた参考例よりも集熱効率が高
くなることが分かった。
【符号の説明】
【００３２】
　１　太陽光集熱器
　２　集光反射板
　３　追尾機構
　４　支持台
　５　支持部材
　１０　太陽光集熱管
　１１　開口部
　１２　選択吸収膜
　１３　断熱層
　１４　熱媒体
　１５　熱媒パイプ
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【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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